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中国トップニュース

靖国参拝を改めて非難靖国参拝を改めて非難
首脳会談再開を提案－関係改善へ交流促進首脳会談再開を提案－関係改善へ交流促進・日中外相会談日中外相会談

　【ドーハ２３日時事】麻生太郎外相は２３日夜（日本時間２４日未明）、
滞在先のドーハ市内のホテルで中国の李肇星外相と約１時間半にわ
たって会談した。李外相はこの席で「日本の指導者による靖国神社
参拝は中国人民の感情を傷つけ、両国の政治基礎を損ねた」と述べ、
小泉純一郎首相の靖国参拝を改めて非難した。
　日中外相会談は昨年５月に京都で行われて以来一年ぶりで、麻生
氏の外相就任後は初めて。
　麻生氏は会談後、記者団に対し、靖国問題について李外相に戦
没者への慰霊が目的だとする日本の立場を説明したと表明。自身の
参拝については「個人の信条と公の立場を踏まえ、適切に判断する」
と伝えたことを明らかにした。麻生氏はまた、「問題があるからこそ
会った方がいい」として、昨年４月以降途絶えている小泉首相と胡錦濤中国国家主席の首脳会談の再開を提
案。李外相も賛意を示したという。
　一方、会談で両外相は、未来志向の日中関係構築に向け、経済や文化などあらゆる分野での交流を深める
ことで一致。東シナ海のガス田開発問題については「東シナ海を平和の海とする共通認識」を再確認し、局
長級協議を加速することで合意した。
　また、北朝鮮の核問題をめぐる６カ国協議の早期再開に向け協力することでも一致。麻生氏が拉致問題解
決に向けた協力を要請したのに対し、李外相も「拉致問題の重要性をよく理解している」と応じた。

中国中国・広州の新工場広州の新工場、生産開始＝ホンダ生産開始＝ホンダ・日産を追撃－トヨタ日産を追撃－トヨタ
　【広州２３日時事】トヨタ自動車は２３日、中国南部・広州に地元の広州汽車と合弁で建設した新工場で生
産を開始した。同工場にはトヨタの最新設備が導入され、高級乗用車「カムリ」を年１０万台生産する計画。日
本メーカーの中では中国進出が遅れていたトヨタは、中国の経済発展の中心地である南部に生産拠点を構え、
既に広州に進出しているホンダと日産を追撃する構えだ。
　トヨタが中国に構える自動車組立工場は、成都、天津、長春に続き４カ所目。同社は広州で生産する車種を
今後増やす方針で、生産設備も順次増強される見通しだ。
　広州新工場の面積は２１万平方メートルで、ラインを増強すれば２０万台まで生産が可能。工場の敷地面積
は総計１８７万平方メートル確保しており、将来の大幅増産にも対応できる態勢だ。
　一方、迎え撃つホンダは年内に広州の年間生産能力を２９万台から４１万台に、日産も同１５万台から２７万
台に増強する計画。特にカムリは中国南部で人気を集めるホンダの「アコード」と価格が近く、激しい販売合
戦が展開されそうだ。

三菱自三菱自、６、６月に中国で自社ブランド投入＝月に中国で自社ブランド投入＝「ギャランギャラン」は秋は秋
　【北京２３日時事】三菱自動車は、先に２５％出資を決めた中国の東南汽車（福建省福州市）で生産する三
菱ブランドの「ランサー」「スペースワゴン」を６月に販売開始する。主力の中型セダン「ギャラン」も秋には東
南汽車で生産を始める方針。関係者が２３日、明らかにした。
　東南汽車はこれまで技術供与を受けて、同社ブランドの「ランサー」を生産。三菱自は出資を契機に、三菱
ブランド車の生産を拡大・強化する。三菱ブランドの「ランサー」「スペースワゴン」は新モデルを投入。東南
汽車が保有する３５０の販売店の中から今年は１８６店を選定し、月間４０００－５０００台の販売を目指す。



24 May 2006

4S H A N G H A I
JIJI News Bulletin

時事速報S H A N G H A I JIJI News Bulletin

Copyright© JIJI PRESS  All Rights Reserved.

http://jijiweb.jiji.com/shanghai.html時事通信社

「香港ドルの人民元ペッグは香港にとって悲劇的香港ドルの人民元ペッグは香港にとって悲劇的」＝マンデル教授＝マンデル教授
　２３日付の香港経済日報（Ａ８面）によると、１９９９年のノーベル経済学賞受賞者である米コロンビア大
学のロバート・マンデル教授は２２日香港で行われた講演会の席上で、人民元の完全自由交換実現前に香港
ドル相場を人民元に連動（ペッグ）することは、香港にとって悲劇的なことだと語り、一部に香港ドルの人民元
連動論が浮上しつつあることに警告を発した。
　マンデル教授は、香港ドルが完全自由交換が実現していない人民元と連動した場合、市場が人民元の為替
レートに対する管制が香港ドルにも適用され得ると不安視し、それが香港ドルの信用低下につながりかねない
と指摘。その場合、香港の国際金融センターとしての地位が大きく損なわれることになるだろうと語った。
　一方、人民元の自由交換実現後の香港ドルの人民元への連動ならば話は別だとしながらも、人民元の自
由交換がいつ実現するかを予測するのは非常に難しいと語った。同教授は４年前に、人民元の自由交換は
２００８年の北京オリンピック開催前に実現するとの見方を示したが、今回はその見通しを覆した。
　人民元相場について同教授は、引き続き人民元相場の上昇は中国経済に悪影響を与えるだけでなく、米国
の貿易赤字問題解決にも寄与しないため、人民元のレートは１米ドル＝８元台に維持すべきだとのこれまでの
見方を再び強調した。（時事）
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上海・華東

低価格売り物の春秋航空、香港上場を計画＝米投資銀行などと協議－上海低価格売り物の春秋航空、香港上場を計画＝米投資銀行などと協議－上海
　２３日付の上海紙・東方早報（Ｂ４面）によると、上海市を拠点に２００５年７月に運航を開始した春秋航空
が香港上場を目指している。その前段階として外資を戦略的パートナーに迎え入れる方針で、米シティバンク
やリーマン・ブラザーズ、ゴールドマン・サックスなどの投資銀行に打診しているもようだ。
　春秋航空は事業を軌道に乗せるため、路線と機材の充実が不可欠だとみており、今後も積極的に設備投資
する方針。その資金調達のため、当初は縁故増資を実施し、ついで海外の戦略パートナーを導入するという。また、
その後１、２年で上場に向けた組織改正を行う方針。
　一方、事業面では２００６年末までに６機を新たに導入し、０７年はさらに９機を追加する方針。運航開始
以来赤字続きだった業績も０６年２月に３機目が就航し、黒字転換が目指せるようになったという。（時事）

上海耀皮康橋上海耀皮康橋、シトロエンにドアガラス納入＝スペイン製シトロエンにドアガラス納入＝スペイン製「Ｍ５９」「Ｍ５９」向け向け
　２１日付の中国紙・上海汽車報（Ｃ３面）によると、上海市の自動車部品メーカーの上海耀皮康橋汽車玻璃
有限公司はこのほど、フランスの自動車大手シトロエン社と、自動車用ドアガラスを年間５万５０００セット納
入する契約を結んだ。スペイン工場で生産する「Ｍ５９」シリーズ向け。契約金額は明らかにしていないが、納
入品がフロントガラスなどに拡大する可能性もあるという。
　上海耀皮康橋は１９９４年、上海建設材料集団が上海耀華皮爾金頓玻璃公司、香港の海建実業有限公司と
共同で設立した。これまでにも米フォード・モーターや韓国の現代自動車に製品を納入した実績を持つ。（時事）

夏場迎えザリガニ出荷が急拡大＝ピーク時には夏場迎えザリガニ出荷が急拡大＝ピーク時には１日７０７０トン－上海トン－上海
　２３日付の上海紙・東方早報（A３面）によると、上海市では夏場を前に、同地で「小竜蝦」と呼ばれる食用
ザリガニの出荷量が増えている。
　市内最大の水産物卸売市場、銅川水産市場の関係者によると、５月中旬から入荷が増えてきており、現在
は１日当たり２０トン余り。ピーク時の７、８月にはこれが７０トン強になる見通し。
　現在の卸売価格は、５０グラムの標準的なもので５００グラム当たり１０元だという。
　江蘇省南京市で誕生したといわれる小竜蝦料理は、上海でも夏の味覚としてすっかり定着した。上海での
売り上げは年間５億元規模という。（時事）

長江デルタの可処分所得長江デルタの可処分所得、１、１－３月期は月期は１４．４１４．４％増％増
　２３日付の中国紙・国際金融報（２面）や労働報（７面）によると、中国国家統計局はこのほど、長江デルタ
地区（上海市、江蘇省、浙江省）にある１６都市の２００６年第１・四半期の可処分所得の状況を公表した。平
均では前年同期比１４．４％増の５３７５元で、初めて５０００元を突破した。行政区分別では、江蘇省８市の伸
びが１５．１％増と最も高く、浙江省７市が１４．４％増、上海市は１０．８％増となっている。
　都市別では、最も額の多いのが紹興（浙江省）で７２８１元。上海市は５８７０元となっている。
　他の１４都市は順に▽台州６４７０元▽寧波６４５３元▽杭州６１９１元▽湖州５７４１元▽舟山５６９６元▽
蘇州５４７５元▽嘉興５４５３元▽無錫５２９８元▽南京５２４１元▽常州５０２５元▽鎮江４０８６元▽南通
３９９７元▽揚州３９５７元▽泰州３７６０元－となっている。（時事）

ジッポジッポ、知財権侵害で知財権侵害でＩＴＣＩＴＣに調査要求＝浙江省ライターメーカー対象にに調査要求＝浙江省ライターメーカー対象に
　２３日付の上海紙・東方早報（Ｂ２面）によると、米ライターメーカーのジッポ社が１６日、米国際貿易委員会（Ｉ
ＴＣ）に対し、浙江省などの４企業が生産する小型ライターが同社の知的財産権を侵害しているとして、関税法
３３７条に基づく調査の開始を要求した。対象企業は温州恒星煙具公司、温州泰利爾煙具公司、台州栄時打
火機公司と、温州市の企業が出資する香港東方打火機公司。登録商標などを模倣しているとの訴えだという。
　温州恒星煙具の幹部によると、ジッポはＩＴＣに権利侵害をなくすために「普遍的排除命令」を求めており、
認められれば、４社だけでなく、権利を侵害している中国企業の製品はすべて米国市場から閉め出されるこ
とになる。
　ＩＴＣは通常、調査申請受理後３０日以内に対応方針を決める。（時事）
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（２）０８年には日本市場を凌駕（２）０８年には日本市場を凌駕
　　　　中国モバイルコンテンツ市場　　　　中国モバイルコンテンツ市場

◇ＳＭＳを利用したサービスがまだ一般的
　現在中国のモバイルインターネットを利用したコンテンツ利用は、ショートメッセージングサービス（Ｓ
ＭＳ）を介した着信メロディーや簡単なゲーム、待ち受け画面、ショートストーリーの配信が主流である。
日本のように、携帯電話からモバイルポータルサイトにアクセスしてコンテンツの一覧からクリック選択
し、ダウンロードするようなインターネット的な利用のされ方はまだ少ない。
　現在の日本ではなじみが薄いが、そのＳＭＳを利用したダウンロード方法は次の通りである。まず所
定のアドレスにＳＭＳを送信すると、着信メロディーの一覧が記述された返信メールが届く。続いて、そ
のメールに返信する形で、本文にダウンロードしたい着信メロディーの番号を記述して送信する。すると、
添付ファイルとして要望した着信メロディーが返信されてくる。ファイルサイズが大きい場合は、複数のメー
ルにまたがって送信されてくる。
　パソコンのインターネットユーザーの場合は、携帯へのダウンロードの指示をパソコンインターネット
のポータルサイトから行うケースも少なくない。中国では、インターネットカフェ（“ワンバー” という）で
若者がパソコンで音楽ランキングなど一覧して、自分の携帯にダウンロード指示しているケースがよく見
受けられる。

◇中国特有の “聞く” サービスが流行
　逆に、日本でははやらなかったが、中国で急拡大しているサービスもある。コールをかけた人に対して、
呼び出し中に音楽を流すサービスである。日本では、Ｊフォン（今はボーダフォンを経てソフトバンクに）
が「メロディコール」と称してサービスしていたが、盛り上がらなかった。しかし、中国では一大ブームとなっ
ている。
　コンテンツの課金形態も月額定額のものだけでなく、１コンテンツ当たり、もしくは時間課金されるも
のも多い。ただし、悪質なサイトを除けば、こうしたコンテンツに対する利用料金単価は日本の１０分の１
程度にすぎない。それでも、ユーザー数は膨大に存在するため市場規模の伸びは大きく、２００６年末
には既に２０００億円近い市場にまで拡大するとＮＲＩは予測している。今後は利用者数の増加に加えて、
リッチなコンテンツの利用も増えることから利用単価が増加し、０８年には日本市場を凌駕（りょうが）
することになる。

　次回からは、五輪や万博を控え、中国で次 と々トライされている最前線コンテンツサービスを紹介する。
（総経理　中島久雄）
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山東国際伝播集団山東国際伝播集団、儀征に大規模物流センター＝儀征に大規模物流センター＝１２１２億元投じ－江蘇省億元投じ－江蘇省
　２２日付の江蘇省紙・新華日報（Ａ３面）や揚州晩報（電子版）によると、貿易や不動産などを手がける山
東国際伝播集団（本社山東省済南市）はこのほど、江蘇省儀征市の儀征経済開発区で物流センター「時代物
流港」の建設を始めた。投資額は１２億元。本格稼働時は年間１００万トンの貨物を扱い、２５億元の売り上
げを見込む。敷地面積は２７１０ムー（１ムー＝約６．７アール）。
　儀征では自動車や舶用鋼材などの生産が盛ん。原材料などの取引が急増しており、物流市場の整備が期待
されている。（時事）

投機抑制で中古不動産売買税延長へ＝国家税務総局検討－中国投機抑制で中古不動産売買税延長へ＝国家税務総局検討－中国
　２３日付の中国紙・上海証券報（Ａ１面）によると、中国国家税務総局は近く、不動産市場での行きすぎた
投機を抑制するための追加的な徴税策を打ち出す。この措置では、中古不動産の売買にかかわる営業税徴収
の延長や、土地保有連関に関する税負担の引き上げなどが含まれる可能性が大きいという。同総局幹部が２２
日明らかにした。
　市場では検討される追加策について、「中高級住宅を対象に最短免税期間を３年に延ばす」などといった
憶測が流れているという。
　国家税務総局は２００５年、購入後２年以内に行った個人住宅の売却には営業税を課すことなどを柱とす
る不動産投機抑制税制を導入した。（時事）

エアコン大手エアコン大手、３、３－１５１５％値上げ＝量販大手は在庫一掃へ－中国％値上げ＝量販大手は在庫一掃へ－中国
　２３日付の上海紙・東方早報（Ｂ４面）によると、中国の大手エアコンメーカーは近く、家庭向け製品を値上
げする方針だ。銅など原材料価格の上昇を受けた措置で、上げ幅は美的が５％、格力が３－１０％、海爾が最
高で１５％だという。その他のメーカーもそれぞれ３－１５％の値上げを計画している。
　一方、家電量販大手の蘇寧電器はこの値上げを商機ととらえ、２００万台、４０億元分の販売在庫を一層
する方針。これを売り尽くすまでは、価格は前年並みに抑えるという。
　蘇寧は２００６年３月に複数のメーカーと計６００万台のエアコン調達契約を結んでいる。（時事）

今麦郎飲品今麦郎飲品、長春で清涼飲料生産＝ボトリング工場も－吉林省長春で清涼飲料生産＝ボトリング工場も－吉林省
　中国のウエブサイト・中国開発区信息網が１９日伝えたところによると、日清食品が出資する清涼飲料水メ
ーカーの今麦郎飲品有限公司（本社北京市）は、吉林省長春市に生産拠点を設ける方針だ。果汁、お茶飲料、
コーヒーなどの非炭酸ソフトドリンクのほか、ペットボトル入りの飲料水や乳飲料を生産する。消費が拡大する
吉林省を含む東北地区での基盤強化が狙い。
　新工場は長春緑園経済開発区の先進製造業パークに設け、投資総額は２億元。１８ヘクタールの敷地内に
ボトリング設備も導入する計画。運営会社の「今麦郎飲品隆尭有限公司」は遼寧省、黒竜江省にも工場を置く
計画。
　今麦郎飲品は日清食品や台湾系の統一企業中国有限公司、即席めん大手の今麦郎麺業有限公司が
２００６年３月に設立した。統一企業が５０％を出資し、日清食品は１６．７％。（時事）

中国電力投資集団中国電力投資集団、遼寧省当局とエネルギー分野で協定＝原発建設など遼寧省当局とエネルギー分野で協定＝原発建設など
　２３日付の中国紙・上海証券報（Ａ１３面）によると、中国の電力開発大手・中国電力投資集団公司はこのほ
ど、遼寧省当局と、エネルギー・交通分野に関する協力協定を結んだ。これに基づき、中国電力投資は同省南
部で複数の大型原子力発電所と大型熱電併給システムの建設を進める。
　また、中西部と北部では発電所の改良事業を展開し、熱電併給システムの普及を図る。蒙東地区では霍林河、
白音華の２炭田の開発を進め、省内の石炭火力発電所への燃料の安定供給を目指すという。
　同協定では、中国電力投資が広東核電集団有限公司と共同で開発する「遼寧紅沿河原発」の正式着工が決
まったほか、錦州－赤峰の石炭運搬専用鉄道の建設プロジェクトなども盛り込まれた。（時事）
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破八破八
（ｐｏ　ｂａ）（ｐｏ　ｂａ）

　中国の通貨である人民元（人民幣＝ｒｅｎｍｉｎｂｉ）が１米ドル（美元＝ｍｅｉｙｕａｎ）＝８元の壁
を破り、７元台に上昇すること。５月１５日、上海外国為替市場で元の対ドル・レートが初めて１ドル＝８
元の壁を突破し、同７元台で取引された。
　一部の中国メディアは「元の為替レート（匯率＝ｈｕｉｌｕｅ）が柔軟性を増していることを示した」な
どと報じたが、実際には、中国当局が良く言えば慎重に、ありていに言えば小心翼 と々、米国の顔色をう
かがいながら政治的意図で外為相場を操作している実態が明白になったと言える。

　◇対米貿易不均衡は不変
　人民元は４月後半の胡錦濤国家主席訪米を前に上昇ペースを速め、１ドル＝８元に接近した。しかし、
ここで「破八」となれば、対米配慮があまりに露骨なので、「寸止め」に。米財務省が為替政策報告書（中
国の為替操作国認定は見送った）を議会に提出してから５日後に「破八」を演出した（その後、やや元安に）。
　このほかにも、胡主席訪米前に総額約１６０億ドルもの各種米国製品を購入するなど、日本には強気
の中国指導部も、唯一の超大国・米国には異常なまでに気を遣い、へりくだっている。
　ただ、元は昨年７月に約２・１％切り上げて以来、約１・４％しか上がっておらず、米中間の貿易不均衡（貿
易不平衡＝ｍａｏｙｉ　ｂｕｐｉｎｇｈｅｎｇ）是正には全く役に立っていない。米国の対中貿易赤字は昨
年、２０００億ドルを超えており、小手先の為替操作で、秋に中間選挙を控えた米議員たちのいら立ち
を抑えるのは無理であろう。

　◇大幅切り上げは無理かつ無駄
　もっとも、中国側にも同情すべき点がある。胡主席は先の訪米で「中国の対米貿易出超にはさまざま
な原因があるが、根本的に言えば、両国の産業構造調整と経済グローバル化（経済全球化＝ｊｉｎｇｊｉ
　ｑｕａｎｑｉｕｈｕａ）の下での国際的な産業分業の結果である」と指摘したが、その通りだ。元が大幅
に切り上がっても、それだけで米国の貿易赤字全体が劇的に減る可能性は小さい。
　一方、中国側では、低付加価値・薄利多売路線の輸出企業が打撃を受け、現状でさえ統計に表れな
い失業者を大量に抱える雇用問題がさらに深刻化する。こうした事態は社会不安につながりかねず、胡
錦濤指導部としては何としても避けたい。
　日本経済は１９８５年のプラザ合意（広場協議＝ｇｕａｎｇｃｈａｎｇ　ｘｉｅｙｉ）以後の超円高に何
とか耐えたが、規模は大きくなっても、まだまだ脆弱（ぜいじゃく）な中国経済に、同じような元高を克
服する能力はない。
　また、中国が輸出大国になったと言っても、その主力は外資系、特に米国など先進国系の企業であり、
多くの米国系企業が中国でつくったものを米国内で売っている。これは中国ではなく、米側の問題だ。
　にもかかわらず、中国側は防戦に追われるだけで、このままでは、米中間選挙前に議会で対中制裁法
が成立しかねない。対米融和路線の胡錦濤指導部にとって、人民元問題は引き続き大きな頭痛の種に
なりそうだ。
　（注）「ｕｅ」は「ｕ」の変母音を示す。
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一汽紅塔が一汽紅塔がＭＰＶ「ＭＰＶ「自由風自由風」＝国産最大車体で＝国産最大車体で１０１０万元－雲南省万元－雲南省
　２３日付の中国紙・経済日報（１４面）などによると、中国の自動車大手・一汽集団傘下の一汽紅塔雲南汽
車製造有限公司（本社雲南省）はこのほど、新型の多目的車（ＭＰＶ）「自由風」を発売した。２００６年の販
売目標は５０００台で、価格は１０万元以下に設定している。まずは広東省広州市を中心とする珠江デルタ地
区で販売し、好調なら全国に拡大する方針。
　自由風は排気量２２３０ｃｃか２３５０ｃｃの国産エンジンを搭載する。車体は国産ＭＰＶとしては最大。（時事）

湖北双環科技湖北双環科技、応城で合成アンモニア＝粉炭原料にコスト削減応城で合成アンモニア＝粉炭原料にコスト削減
　２３日付の中国紙・中国証券報（Ａ１１面、Ｃ１９面）によると、深セン証取に上場する基礎化学品メーカー
の湖北双環科技股フェン有限公司（本社湖北省応城市）はこのほど、石炭液化技術を利用し、地元で合成ア
ンモニアの生産を始めた。粉炭を原料にし、生産コストを年間２億元削減できるという。２３日に公告で明ら
かにした。
　石炭液化技術と中核設備は、石油大手のロイヤル・ダッチ・シェルから導入した。粉炭を原料にアンモニア
を合成するのは世界で初めてという。（時事）

南玻集団南玻集団、宜昌でシリコン生産＝第宜昌でシリコン生産＝第１期は年期は年１５００１５００トン－湖北省トン－湖北省
　２３日付の中国紙・中国証券報（Ａ１１面）などによると、深セン証取の上場企業で、ディスプレー用ガラスな
どを生産する南玻科技控股集団（本社広東省深セン市）は湖北省宜昌市で太陽光発電や電子部品などに使
われる多結晶シリコン材料を生産する。関連技術はロシアの国家希有金属研究設計院（中国語表記名）から
導入する。年産規模は最終的に４５００－５０００トンする計画。２３日に公告で明らかにした。
　このうち、第１期の投資額は１億５０００万米ドルで、年産規模は１５００トン。工期は１８カ月という。（時事）

天成科技天成科技、交城でメタノール交城でメタノール・ＤＭＥ・ＤＭＥ生産＝年生産＝年６０６０万トン規模－山西省万トン規模－山西省
　２３日付の中国紙・中国証券報（Ｂ９面）や証券時報（電子版）によると、上海証取上場の太原理工天成科
技股フェン有限公司（本社山西省太原市）は２２日、石炭液化技術を利用し、交城県でメタノールとジメチルエ
ーテル（ＤＭＥ）を量産すると発表した。本格稼働後の年産規模はメタノールで４０万トン、ＤＭＥで２０万トン。
　投資額は４億元。うち２億０９５０万元を、生産する山西天成大洋能源化工公司に投じ、原料の石炭確保の
ため、炭鉱の権益などを１億９０５０万元で買い取る。資金は機関投資家などに新株４６００万株を発行し賄う
方針。（時事）

湖南省のトウガラシ産業湖南省のトウガラシ産業２０２０億元規模に＝業界団体が専門サイト開設億元規模に＝業界団体が専門サイト開設
　１６日付の湖南省紙・長沙晩報（電子版）によると、湖南省のとうがらし産業の業界団体である湖南省辣椒
行業協会はこのほど、トウガラシ関連の専門サイト「湖南辣椒網」（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｈｎｌａｊｉａｏ．ｃ
ｏｍ）を開設した。同省製品の宣伝や調達・供給情報を提供する。同行業協会によると、湖南省のトウガラシ
関連産業の規模は２０億元を超え、国内シェアの半分を抑えている。
　同省には現在、トウガラシの栽培や加工、販売を手がける企業が約１０００社ある。従業員は約１５万人。全
国規模で販売網を展開するほか、最近は東南アジア諸国や欧州連合（ＥＵ）、米国、カナダへの輸出に力を入
れ始めている。（時事）

神華集団神華集団、内モンゴルで大型炭鉱開発＝露天掘りで年内モンゴルで大型炭鉱開発＝露天掘りで年２０００２０００万トン万トン
　中国のニュースサイト・新華網が１８日伝えたところによると、中国最大の石炭会社、神華集団傘下の神華能
源股フェン公司は１８日、内モンゴル自治区オルドス市で大型炭鉱を開発すると発表した。総工費は７億元を
超えるという。
　この哈爾烏素煤鉱は中国有数の露天掘り炭鉱、黒岱山露天煤鉱に隣接し、炭田面積は６７．２平方キロメー
トル。確認可採埋蔵量は１７億３０００万トンと推定され、露天掘りで年２０００万トンの産炭が可能。品質も
高発熱量、低硫黄分で、火力発電用原料に適しているという。（時事）
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２０２０億元投じ江蘇省無錫に複合商業施設＝深セン億元投じ江蘇省無錫に複合商業施設＝深セン・茂業集団茂業集団
　２２日付の中国紙・深セン特区報（Ｃ１面）、深セン商報（Ａ７面）によると、広東省深セン市の不動産開発会社、
茂業集団はこのほど、江蘇省無錫市で開発中の商業地区「太湖広場」に複合商業施設を建設することを決めた。
投資額は２０億元。
　施設の建築面積は４５万平方メートル。内訳はショッピングセンター２０万平方メートル、オフィス７万平方メ
ートル、ホテル４万平方メートル、住宅１４万平方メートル。同社は「太湖広場を上海・淮海路や深セン・華強北
路に匹敵する商業地区にしたい」と語った。
　同社は１９９５年の設立。不動産開発事業を手掛けているほか、深センを中心に百貨店「茂業百貨」を計６
店運営している。（時事）

宝鋼集団宝鋼集団、広東省湛江に製鉄所運営会社＝韶鋼集団と合弁で広東省湛江に製鉄所運営会社＝韶鋼集団と合弁で
　２３日付の香港紙・大公報（Ｂ３面）によると、中国の鉄鋼最大手、宝鋼集団は２２日、広東省の鉄鋼メーカー、
韶鋼集団と合弁で、同省湛江市に製鉄所の運営会社を設立した。資本金は２００億元。出資比率は明らかにし
ていない。
　宝鋼と韶鋼は計７００億元を投じ、年間生産量１０００万トンの製鉄所を建設する計画。７００億元を追加
投資し、同２０００万トンに拡充することも検討している。（時事）

湖南省電信とブロードバンド整備で提携＝グリーン湖南省電信とブロードバンド整備で提携＝グリーン・パケット－マレーシアパケット－マレーシア
　２３日付のマレーシア紙スター（経済５面）によると、米系のＩＴ（情報技術）ベンチャー企業グリーン・パ
ケットは２２日、全額出資子会社の緑馳通訊上海を通じて、中国固定電話事業最大手、中国電信傘下の湖南
省電信有限公司と提携契約を締結したと発表した。
　湖南省電信は、グリーン・パケットのＰＨＳデータと無線ローカル・エリア・ネットワーク（ＷＬＡＮ）を統合す
るソフトウエア「ＳＯＮアクセス」などを利用し、湖南省全域に無線ブロードバンド（高速大容量）通信網の整
備を進める計画だ。
　グリーン・パケットのプアン・チャンチョン社長は「これまでに中国５つの省で同社の製品が導入されてきた。
他の省や別の通信企業も同社のソリューションに興味を持つだろう」と述べ、中国事業の発展に自信を示した。
（時事）

ゴシップ報道の過熱を戒めゴシップ報道の過熱を戒め
                               王菲の出産騒動で中国紙                               王菲の出産騒動で中国紙

　「再婚と妊娠は女性にとってありふれたこと。スターを含むすべての女性の正当な権利だ」。中国紙・
北京晨報は２３日、プライバシー保護を訴えるコラムを掲載した。ここで言う「スター」は王菲（フェイ・
ウォン）のこと。出産が迫るにつれ、スキャンダルでもないのに報道が過熱。伝統的な新聞には「低俗
なゴシップ記事」を叱り付ける論評も出ている。
　王菲は「歌謡界の女王」と呼ばれ、日本でも知られた存在。同紙によれば、中国メディアは「おなか
の出具合からおめでたかどうか推測」し、懐妊が確認されると「男か女か推測」し、かしましく書きたてた。
芸能記者たちはプライベートな外出にもつきまとい、夫の李亜鵬が妻を守ろうと、突撃リポーターをひ
っかいて負傷させたこともある。
　取材は前夫のミュージシャン、竇唯（ドウ・ウェイ）にも及び、記事に怒った彼が新聞社に殴りこみをかけ、
車両放火で拘束される事件も起きた。
　こうした過熱報道の背景には、手っ取り早い読者獲得のため卑俗なネタについ頼ってしまう大衆紙
体質がある。しかし北京晨報のコラムにみられるように、さすがにメディア内部でも反省の声が出てき
たようだ。（時事）
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セガセガ、中国企業と提携＝自動車教習所向けソフトで中国企業と提携＝自動車教習所向けソフトで
　セガサミーホールディングスグループのゲーム会社セガは２３日、中国で交通システム分野の事業を手掛け
る三聯（サンレン）投資集団と自動車教習所向けソフトの開発で提携したと発表した。セガは国内での業務用
ドライブゲームの技術資産を応用して、中国向けの自動車教習用シミュレーションソフトを開発する。ソフトの
監修、中国での販売は三聯が担当する。

通信産業売上高通信産業売上高、広東省が全国トップ＝情報産業省の広東省が全国トップ＝情報産業省の１－３月期統計月期統計
　中国・新華網によると、情報産業省がこのほど発表した２００６年１－３月期の通信産業統計で、広東省の
通信事業売上高が省・市別で全国トップの２５６億４０００万元となった。２位の江蘇省（１２４億１０００万元）、
３位の浙江省（１１９億元）に２倍以上の大差をつけた。
　４位以下は山東省、上海市、北京市、河南省、河北省、遼寧省、四川省の順だった。
　固定電話の契約純増数では河南省が首位で、広東省は２位。携帯電話の契約純増数では河北省が首位で、
広東省は３位となった。（時事）

中国・経済

自動車各社自動車各社、中国に熱視線＝中国に熱視線＝「世界世界２位」目前の巨大市場目前の巨大市場
　国内自動車各社が巨大市場、中国に熱い視線を送っている。トヨ
タ自動車は２３日、広州新工場を稼働。北米を始め全世界で累計
１０００万台を販売した戦略車「カムリ」を投入する。巨大市場をめぐ
る顧客争奪競争が激しさを増す中、既に大規模な工場を構えるホン
ダや日産自動車も含め各社は現地生産を急ピッチで拡大している。
　◇拡大続く自動車需要
　「トヨタにとって意義深い日となった」－。渡辺捷昭トヨタ社長は、
広州新工場の生産開始式典で強調した。中国の自動車需要は、所得
水準の向上や道路網など社会基盤の整備を受け急増。２００６年
の販売台数は６００万台を大きく超え、日本を抜き米国に次ぐ世界２
位の市場になる可能性もあるためだ。
　０４－０５年は経済過熱を抑える金融引き締めの影響でやや伸び
悩んだが、０６年は勢いを取り戻しつつある。０８年の北京五輪、
１０年の上海万博に向けて大型投資が続くことから、経済の活況が続くとの見方が強い。
　◇過熱する競争
　こうした中、日本の自動車各社は中国の生産能力を相次ぎ増強している。広州に限っても、先行したホンダ
と日産が生産能力の大幅強化を年内に予定。今回生産を開始したばかりのトヨタも、車種充実のための新た
な設備投資を行う方向だ。
　ただ、中国市場をめぐる競争は「想像以上に激しくなっている」（メーカー首脳）という。１９８０年代に中
国に参入した独フォルクスワーゲン（ＶＷ）は、２０００年ごろまで乗用車市場でほぼ半分のシェアを握ってい
たが、日本や韓国車の躍進で、現在は約２割まで落ち込んだ。
　さらに、約１２０社に上るとされる中国メーカーの存在も無視できない。吉利汽車や奇瑞汽車などは低価格
を武器に急成長を続けている。
　◇課題は現地調達
　こうした低価格車の攻勢に対抗するには、部品の現地調達がカギを握る。野村証券アナリストの杉本浩一
氏は「自動車の競争力は、組み立ての人件費ではなく部品調達コストで決まる」と指摘する。自動車は使用す
る部品が１台で３万点に上るとされ、安価で良質な部品を現地で確保できなければ、コストが増大して競争力
を低下させる。
　また、中国政府が打ち出した自動車関連産業振興策は、部品を輸入に依存している車種より現地調達率の
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高い車種を税制上優遇する。自動車メーカーとしてはコスト引き下げのため、中国政府の方針に従い現地調達
を増やすほかない。
　系列の部品メーカーとともに進出するのが手っ取り早い方法だが、進出先の多いトヨタでは系列各社も疲
弊しつつある。現地資本の部品メーカーとの関係構築を含め、品質の維持向上に必要な人材の確保が急務と
なっている。（広州時事）

広州生産能力増強も＝広州生産能力増強も＝１００１００万台達成できるだけ早く－トヨタ副社長に聞く万台達成できるだけ早く－トヨタ副社長に聞く
　トヨタ自動車で中国事業担当の稲葉副社長は２３日までに、報道各社のイン
タビューに応じた。主なやりとりは以下の通り。
　－中国ビジネスの特徴は。
　複数のブランドを販売するディーラーが多いなど、想像以上に米国に近い。
一方、まだ現金商売が根強く、（分割払いなど）ファイナンスを絡めた施策がで
きない。また、口コミが大事なツールになっている。
　－広州の生産設備を今後増強するか。
　広州トヨタの販売チャンネルは、カムリ１車種だけではもたない。必要に応じ
て商売の量を増やすのは当然だ。
　－中期的な販売目標は。
　商用車と日本の軽四輪に当たる車では価格面で勝てない。（２０１０年の総
販売台数予測の）１０００万台のうち４００万台がこうした車で、残る６００万台
が勝負。（販売１００万台達成は）できるだけ早く、１０年代にやりたい。
　－中国市場での課題は。
　成長しながら設備過剰にならないこと。中国には（自動車メーカーの）皆さん
が意欲的に入ってきており、急な値引きが日常茶飯事となっている。ただ、あまり保守的になると成長の波に
乗れない。バランスが大事だ。
　－市場の行方をどう見るか。
　現在は自動車メーカーが１００社以上あり、戦国時代そのもの。集約化が終わってみないと分からないが、
１０年までに終わるとは思えない。中国の自動車産業はまだ第１コーナーを回ったところだ。

中国、第１四半期は１０．３％成長＝異例の上方修正中国、第１四半期は１０．３％成長＝異例の上方修正
　【北京２３日時事】中国国家統計局は２３日、今年第１・四半期の同国国内総生産（ＧＤＰ）を上方修正
したとの公告を出した。修正後のＧＤＰは４兆３３９０億元（約６０兆円）で、前年同期比伸び率は従来の
１０．２％から１０．３％に小幅加速した。
　統計局が四半期ＧＤＰを発表から１カ月で修正するのは極めて異例。今後、定期的に見直し、公表する方
針なのかどうかは不明だ。
　統計局は従来、数値の見直しについて、特段の発表はせず、統計局が毎年編集・出版する「中国統計年鑑」
の中で修正が判明することが多かった。統計の専門家は「修正するなら、米国や日本のように定期的に実施
して公表すべきだ」と指摘している。
　ただ、統計局は昨年１２月、全国経済センサスを実施した結果として２００４年のＧＤＰを大幅（１６．８％）
上方修正。その後、１９９３年までさかのぼって、まとめて修正、公表した。
　今回は、第１次産業が４２億元、第３次産業が３６億元それぞれ上方修正された一方、第２次産業は１億
元の下方修正だった。
　第１・四半期ＧＤＰの伸び率については、胡錦濤国家主席が４月１６日、訪中した台湾の連戦国民党名誉
主席と会談した際に、「１０．２％」と公表。これは統計局の発表予定（２０日）の４日も前という異例の展開
だった。
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「企業所得税法企業所得税法」草案草案、８、８月に初審議＝中国月に初審議＝中国
　２２日付の中国紙・第一財経日報（Ａ１面）によると、中国財政省税政局の王建凡局長はこのほどインタビュ
ーに応じ、外資系企業と国内企業の企業所得税（法人税）を一本化する「企業所得税法」について、「草案を
完成させ、企業所得税を一本化することは財政省の重要な仕事の一つだ。草案の作成は最終段階にあり、近
く全国人民代表大会（全人代）に提出される」と述べ、８月に初審議を予定していることを明らかにした。
　王局長は「企業所得税法の意義は、法人税の税率を統一することによって西部地区の経済発展を加速し、
東部と中西部との経済格差を縮小することにある」と指摘した。（時事）

中国中国、１０、１０％成長は持続可能＝％成長は持続可能＝ＯＥＣＤＯＥＣＤ経済見通し経済見通し
　【北京２３日ロイターＥＳ＝時事】経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は２３日発表した経済見通しの中で中国経
済について、過去３年間の平均年間成長率である１０％近辺の成長を持続できるとの予想を示した。
　それによると、中国の経済見通しに関しては、同国の輸出品を標的とした保護主義の高まりや、国内の豊富
な流動性がもたらす不動産セクターの過度な膨張という２つの主要なリスクが存在するものの、どちらも非常
に大きいものではないという。
　ＯＥＣＤは「財政・金融政策が中立に近い上、通貨（人民元）は小幅な上昇しかしていないことから、約１０
％の力強い成長が続くだろう」としている。

中国精製各社中国精製各社、小売価格の一層の引き上げ必要＝赤字抑止で－アナリスト小売価格の一層の引き上げ必要＝赤字抑止で－アナリスト
　【シンガポール２３日ロイターＥＳ＝時事】アナリストらは２３日、中国政府は原油高を受け、今年に入り２回
目の燃料小売価格の引き上げに動く計画だが、同国の石油精製各社の赤字に歯止めを掛けるには小売価格
の一段の引き上げが必要との認識を明らかにした。
　中国政府は２４日からガソリンとディーゼル油の小売価格を予想以上に大幅な１０－１１％引き上げる方針
だ。この結果、ガソリンとディーゼル油の小売価格は今年に入り約１５％引き上げられることになる。
　ただアナリストらは、この程度の小売価格引き上げでは、中国石油化工（シノペック）や中国石油天然ガス（ペ
トロチャイナ）など大手精製会社の赤字に歯止めを掛けるには不十分との見方を示した。
　ガソリンとディーゼル油の小売価格引き上げは、精製マージンの押し上げに寄与する可能性があるものの、
国内消費の鈍化につながる恐れがある。

中国の原油生産中国の原油生産、長期の安定増産へ＝業界予想長期の安定増産へ＝業界予想
　【北京２３日時事】２３日の新華社電によると、中国の石油加工業界の交流会がこのほど貴州省貴陽市で
開かれ、現５カ年計画（２００６－１０年）中に中国の原油生産は安定して増加し、期末には年１億８５００万－
１億９５００万トンに達するとの予想が示された。その後も２０年前後まで安定して推移するという。０５年の
原油生産は１億８２００万トン。
　それによると、中国は既に、石油工業体系を整備しており、東部、中部、西部、沿海部の４大石油・天然ガス地帯で、
計５７６の油田と１万１３００キロのパイプラインを設置している。
　また、１９８０年代以降、原油探査を推進し、８４年から現在まで毎年８億－９億トンの新規埋蔵量を確
認した。前５カ年計画（０１－０５年）中の新規確認埋蔵量は６９億３１００万トン。
　一方、国内需要の拡大で輸入も増加する見込み。０５年の原油輸入は１億２６００万トン、石油製品輸入は
３１４３万トンで、対外依存度は４４％に上昇した。
　専門家は、１０年には国内の石油消費は３億３０００万－３億５０００万トンに達し、国内生産だけでは
１億５０００万－１億６０００万トンの不足が生じると予想している。

ＥＵＥＵの新環境保護指令が電池輸出に影響＝中国深セン市の新環境保護指令が電池輸出に影響＝中国深セン市
　中国ニュースサイト・新華網が２３日報じたところによると、欧州連合（ＥＵ）が今月２日に可決した新たな環
境保護指令が広東省深セン市の電池輸出に悪影響を与えることになりそうだ。
　同指令では、水銀の含有量が０．０００５％、カドミウムの含有量が０．００２％を上回る電池のＥＵ域内での



24 May 2006

14S H A N G H A I
JIJI News Bulletin

時事速報S H A N G H A I JIJI News Bulletin

Copyright© JIJI PRESS  All Rights Reserved.

http://jijiweb.jiji.com/shanghai.html時事通信社

販売が禁止されるほか、２００８年には電池メーカーの費用負担で廃電池の強制的な回収が始まることにな
っている。
　深セン市は携帯電話用電池の世界的な輸出拠点だけに、電池メーカーに与える影響は大きい。同市の電池
輸出企業の中には、この指令の可決を見越し、今年に入ってからＥＵ向けのニッケルカドミウム電池の輸出を停
止したところもある。
　今年第１・四半期（１－３月）に深セン市からの電池輸出量は全体で１０億６０００個と、前年同期比５．２％
増加したが、ＥＵ向けは１億個と同１５．３％減少している。（時事）

ＷＴＯＷＴＯ提訴は逆効果の恐れ＝人民元政策で－提訴は逆効果の恐れ＝人民元政策で－ＵＳＴＲＵＳＴＲ次期代表次期代表
　【ワシントン２２日ロイターＥＳ＝時事】シュワブ次期米通商代表部（ＵＳＴＲ）代表は２２日、シューマー上院
議員（民主）の質問に書面で回答し、中国の通貨政策を不当な貿易慣行として世界貿易機関（ＷＴＯ）に提訴
すれば、予想できない逆効果をもたらす恐れがあるとの見解を示した。シュワブ氏は「この問題でＷＴＯに提
訴すれば、中国は通貨制度を改革せず、維持してしまうだろう」と述べた。
　同氏は、中国がより柔軟な為替制度に早急に移行すべきだとのブッシュ政権の見解を繰り返した。その上で「制
度改革に向けて、中国と協力することがより建設的だとわれわれは考えている」と強調した。

中国・一般

中国の経済犯罪中国の経済犯罪、６、６万件に＝部際システムで摘発強化万件に＝部際システムで摘発強化
　【北京２３日時事】中国公安省は２３日、昨年の経済犯罪状況に関して記者会見し、全国の公安機関が
摘発した経済事件は６万件余、逮捕者も５万人余に上ったと発表するとともに、被害額のうち１４３億元（約
２０００億円）を回収したことを明らかにした。
　同省経済犯罪偵査局の高峰・副局長によると、金融開放の進展などで手口も複雑化。このため昨年１２月
に公安省、中国人民銀行（中央銀行）、国家税務総局など関係機関の情報連絡や協議を随時実施する協力シ
ステムを構築し、摘発態勢を強化した。
　２００３～０５年に公安当局が処理した金融、貿易、証券分野の大型犯罪は２１２件、被害額は４２１億元で、
５０２人を摘発した。国外に逃亡する例も多く、０５年には容疑者５３人の引き渡しを受けたが、８００人前
後が国外逃亡したままだという。

台湾との交流に中国が抗議＝知事は台湾との交流に中国が抗議＝知事は「内政干渉内政干渉」と反論－鳥取と反論－鳥取
　台湾との交流に積極的な鳥取県に対し、中国が「いかなる形の政府レベルの往来もすべきではない」などと
抗議していたことが２３日、分かった。中国の羅田広大阪総領事が１７日、県庁を訪れ片山善博知事に抗議したが、
同知事は「内政干渉だ」などと反論、物別れに終わった。
　県と台湾の交流は、２０００年４月に片山知事が訪台して始まり、特に台中県とは首長同士が相互訪問する
など友好関係を深めている。また同知事は０２年９月と今年１月、台湾で陳水扁総統とも会談している。
　片山知事や県幹部らによると、中国側からは大阪総領事名で、交流を考え直すよう求める文書が４月１５日
付で県庁に届いた。今月１７日には大阪総領事が自ら知事を訪ね、「日中政府間で合意している『１つの中国』
の原則を県も順守し、台湾とのいかなる政府レベルの往来もすべきではない」と抗議した。
　知事は「日本には地方自治があり、中央政府と自治体は別。法律の範囲で交流しているのであって内政干渉
だ」と取り合わず、両者の主張は平行線のままだったという。
　県は、河北省と友好提携関係を結ぶなど中国とも交流はある。中国の大阪総領事館は今回の抗議について
「（情報）提供するものはない」としている。

国連総長と日中関係も議論＝国連総長と日中関係も議論＝「中国の立場理解中国の立場理解」と中国外務省報道官と中国外務省報道官
　【北京２３日時事】中国外務省の劉建超報道局長は２３日、中国を訪問したアナン国連事務総長と中国指導
者との会談で、日中関係についても意見交換が行われたことを明らかにした。同事務総長は「中国側の具体的
主張をよく理解した」という。
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　アナン事務総長は１９日に胡錦濤国家主席、２２日に温家宝首相、唐家セン国務委員とそれぞれ会談した。
　劉局長によると、中国側は「中日関係の改善、発展に関する立場」を詳しく述べ、事務総長は「東アジアの重
要な３カ国（日中韓）ができるだけ早く関係を改善することを望む」と語った。
　中国側は、日中関係悪化の原因が小泉純一郎首相の靖国神社参拝など日本側にあり、中国は対日関係を重
視しているとの立場を強調、理解を求めたとみられる。

今年初め以来の油絵売上額今年初め以来の油絵売上額、４、４億６０００６０００万元＝中国深セン市大芬村万元＝中国深セン市大芬村
　２３日付の香港経済日報紙（Ａ４６面）によると、中国深セン市竜崗区布吉鎮の大芬村の今年初めからこれ
までの油絵の売上額は４億６０００万元に達した。同村には現在、主に名画の複製品の制作を手掛ける画家
が約１万人もおり、世界最大の油絵の生産・販売拠点となっている。
　買い手の約７割は欧米など先進国の画商で、同村で割安に絵画を購入した後、高値で転売しているという。
最近の売れ筋は話題の映画「ダ・ヴィンチ・コード」に関連するレオナルド・ダビンチの「モナリザのほほ笑み」
の複製品。同村での販売価格は数百－千元程度だが、海外での小売価格はその１０倍前後の８０００－１万元
に達するようだ。
　同村の画商によると、客室内の装飾のために、ホテル会社が大量の絵画を購入することも多いほか、有名に
なってから転売しようと、将来性の期待できる画家の作品を多く買い集める画商もいるという。（時事）

Ｊａｐａｎ／Ｗｏｒｌｄ Ｔｏｄａｙ

最終益合計最終益合計、過去最高の過去最高の３兆円＝大手行兆円＝大手行６グループ決算グループ決算
　大手銀行６グループの２００６年３月期決算が２３日出そろった。景気回復を背景に不良債権問題が峠を越
した上、投資信託の販売増などが寄与し、全グループ合計の連結最終利益は前期比４．２倍の３兆１２１２億
円に達した。バブル期を上回り１７年ぶりに過去最高を更新。長く低迷していた銀行の復活を示した。今後は、
国から注入された公的資金の早期返済や、巨額利益の利用者への還元が課題となる。
　この日発表した三井住友フィナンシャルグループの連結最終利益は６８６８億円（前期２３４２億円の赤字）
と過去最高を計上。公的資金８９０６億円を今年度中に返済するため、１兆２０００億円の自社株取得枠を
設定する方針も発表した。りそなホールディングスの最終益は４．８％増の３８３２億円となり、０３年６月の実
質国有化後で初めて復配する。
　本業のもうけを示す実質業務純益は、６グループ合計で１．７％減の３兆８５４５億円にとどまった。三井住
友やみずほフィナンシャルグループなど３グループが前年を上回ったものの、昨年１０月誕生した三菱ＵＦＪフ
ィナンシャル・グループは、統合関連費用が膨らんで１１．５％減となった。

メーカー幹部メーカー幹部７人逮捕＝クボタ人逮捕＝クボタ、アタカ工業など－汚泥施設談合アタカ工業など－汚泥施設談合・大阪地検大阪地検
　自治体などが発注するし尿・汚泥処理施設の入札をめぐる談合事件で、大阪地検特捜部は２３日、公正取
引委員会の告発を受け、独禁法違反（不当な取引制限）容疑でクボタ（大阪市）環境リサイクル営業部付部長
寺川憲一容疑者（５９）＝横浜市港南区＝、アタカ工業（同）環境プラント事業本部営業企画部長梅田四郎容
疑者（５５）＝東京都台東区＝らプラントメーカー７社の部長級担当者７人を逮捕した。全員が容疑を認めてい
るという。１月施行の改正独禁法で、東京高検に代わり各地検による起訴が可能となって以降、初の摘発。
　このほか逮捕されたのは▽栗田工業（新宿区）環境事業部営業第２部専門部長辻忠義（５２）＝大阪府豊
中市▽荏原（大田区）環境プラント事業本部営業統括部参事長谷川雅則（５６）＝茨城県取手市▽ＪＦＥエン
ジニアリング（千代田区）水処理第２営業部第２営業室長臼田信一（４９）＝千葉県船橋市▽西原環境テクノ
ロジー（港区）環境事業部担当部長丹野都夫（５５）＝仙台市泉区▽日立造船（大阪市）水・汚泥営業部担当
部長中村文威（５７）＝新潟市－の各容疑者。
　クボタ、アタカ工業、荏原、栗田工業は住友重機械工業（品川区）とともに談合組織の幹事を交代で務めて
いた。
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人事・訃報

新生銀会長に杉山副会長＝八城氏はシニア新生銀会長に杉山副会長＝八城氏はシニア・アドバイザーに－アドバイザーに－６月２７２７日
　新生銀行は２３日、杉山淳二副会長（６０）が会長に昇格する人事を発表した。６月２７日の株主総会後の
取締役会で正式決定する。２０００年３月の同行発足から０５年６月まで社長を務めた八城政基会長（７７）
は退任し、同行のシニア・アドバイザーに就任する。
　杉山　淳二氏（すぎやま・じゅんじ）東大法卒。７０年三和銀行（現三菱東京ＵＦＪ銀行）入行。９６年取締役、
アプラス社長などを経て、０５年６月新生銀行副会長。山口県出身。

トマト銀行社長に前第トマト銀行社長に前第２地銀協副会長の中川氏が就任へ地銀協副会長の中川氏が就任へ（６（６月２９２９日）
　トマト銀行は２３日、吉田忠明社長が会長に退き、後任に旧大蔵省（現財務省）出身で前第２地方銀行協会
副会長の中川隆進氏が就任する人事を内定した。６月２９日の株主総会後の取締役会で正式決定する。
　中川　隆進氏（なかがわ・たかのぶ）京大経卒。６８年大蔵省入省。金融検査部長、日銀政策委員を経て
０２年５月第２地方銀行協会副会長。６１歳。奈良県出身。

ダイア建社長にりそな銀の西島氏＝山口氏は退任ダイア建社長にりそな銀の西島氏＝山口氏は退任
　マンション分譲のダイア建設は２３日、山口仁司社長が退任し、後任にりそな銀行の西島康二副社長を迎
える人事を内定したと発表した。６月２９日の株主総会後の取締役会で正式決定する。２代続けて主力行の
りそな銀出身者が社長に就く。
　山口氏は２００３年１２月、ダイア建に対する産業再生機構の支援決定を受けて社長に就任。昨夏に同機構
の支援も終了したことなどから退任する。
　西島　康二氏（にしじま・こうじ）関西学院大経卒。７３年協和銀行（現りそな銀行）入行、０３年埼玉りそ
な銀行取締役、同年１０月りそな銀副社長。５７歳。北九州市出身。

ロイドロイド・ベンツェン氏死去ベンツェン氏死去（米元財務長官米元財務長官）
　ロイド・ベンツェン氏（米元財務長官）２３日テキサス州ヒューストンで死去した。８５歳。米メディアが伝えた。
　有力上院議員として１９８８年の大統領選挙では民主党の副大統領候補になったが敗北。９３年１月の
クリントン政権発足と同時に財務長官に就任した。約二年間の在任期間中、米経済の立て直しや財政赤字
の縮減に取り組むとともに、日米包括経済協議では日本に貿易黒字削減の数値目標設定を迫った。（ワシン
トン時事）
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JPY USD EUR SGD MYR THB PHP IDR VND INR KRW HKD TWD CNY
日本円 1JPY= - 0.00897 0.00699 0.01418 0.03241 0.34308 0.47308 83.1240 143.325 0.40840 8.46671 0.06957 0.28697 0.07193

米ドル 1USD= 111.460 - 0.77948 1.58010 3.61200 38.2400 52.7300 9265.00 15975.0 45.5200 943.700 7.75400 31.9860 8.01750

ユーロ 1EUR= 142.992 1.28290 - 2.02711 4.63383 49.0581 67.6473 11886.1 20494.3 58.3976 1210.67 9.94761 41.0348 10.2857

Sドル 1SGD= 70.5398 0.63287 0.49331 - 2.28593 24.2010 33.3713 5863.55 10110.1 28.8083 597.241 4.90728 20.2430 5.07405

リンギ 1MYR= 30.8583 0.27685 0.21580 0.43746 - 10.5869 14.5986 2565.06 4422.76 12.6024 261.268 2.14673 8.85548 2.21968

バーツ 1THB= 2.91475 0.02615 0.02038 0.04132 0.09446 - 1.37892 242.286 417.756 1.19038 24.6783 0.20277 0.83645 0.20966

ペソ 1PHP= 2.11379 0.01896 0.01478 0.02997 0.06850 0.72520 - 175.706 302.958 0.86327 17.8968 0.14705 0.60660 0.15205

ルピア 1IDR= 0.01203 0.00011 0.00008 0.00017 0.00039 0.00413 0.00569 - 1.72423 0.00491 0.10186 0.00084 0.00345 0.00087

ドン 1VND= 0.00698 0.00006 0.00005 0.00010 0.00023 0.00239 0.00330 0.57997 - 0.00285 0.05907 0.00049 0.00200 0.00050

ルピー 1INR= 2.44859 0.02197 0.01712 0.03471 0.07935 0.84007 1.15839 203.537 350.945 - 20.7315 0.17034 0.70268 0.17613

ウォン 1KRW= 0.11811 0.00106 0.00083 0.00167 0.00383 0.04052 0.05588 9.81774 16.9280 0.04824 - 0.00822 0.03389 0.00850

香港＄ 1HKD= 14.3745 0.12897 0.10053 0.20378 0.46582 4.93165 6.80036 1194.87 2060.23 5.87052 121.705 - 4.12510 1.03398

台湾＄ 1TWD= 3.48465 0.03126 0.02437 0.04940 0.11292 1.19552 1.64853 289.658 499.437 1.42312 29.5035 0.24242 - 0.25066

人民元 1CNY= 13.9021 0.12473 0.09722 0.19708 0.45051 4.76957 6.57686 1155.60 1992.52 5.67758 117.705 0.96713 3.98952 -

 アジア通貨クロスレートアジア通貨クロスレート（時事通信参考値時事通信参考値）

※本表は、インタバンク市場における取引データを基に時事通信が作成した参考値です。内容には正確を期し
  ていますが、本レートを利用した取引でお客様に不利益が生じましても、当社は一切の責任を負いかねます。

JST作成２３日１７時

マーケット情報

米国市場サマリー米国市場サマリー（２３（２３日）
【株式】ＮＹ株、続落＝インフレ懸念根強く
　米株式市場は、商品相場の反転上昇を受けて、素材・エネルギー関連に買いが集まる局面もあったが、根
強いインフレ懸念から引けに掛けて売り優勢となり、続落した。優良株で構成するダウ工業株３０種平均は
前日終値比２６．９８ドル安の１万１０９８．３５ドルで終了。ハイテク株中心のナスダック総合指数は１４．１０
ポイント安の２１５８．７６で引けた。ニューヨーク証券取引所の出来高は、前営業日比４億２２６８万株減の
１９億０７５５万株（暫定値）。
【為替】円、１１２円挟み＝調整売りに押される
　ニューヨーク外国為替市場の円相場は、手掛かり材料に乏しい中、ポジション調整の売りに押されて下落し
た。午後５時現在は１ドル＝１１１円９３銭－１１２円０３銭と前日同時刻（１１１円５１－６１銭）比４２銭の円安・
ドル高で取引されている。
　ユーロは同時刻現在、対ドルで１ユーロ＝１．２８１０－２８２０ドル（前日午後５時は１．２８６０－２８７０ドル）、
対円では同１４３円４７－５７銭（同１４３円５０－６０銭）。

三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行直物為替公表建値銀行直物為替公表建値（２３（２３日）
（単位円、韓国ウォン・INDONE ﾙﾋ ｱ゚は100 単位当たり）

ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ
米ドル 112.77 110.77 110.44 カナダドル 101.64 98.44 98.17
ユーロ 145.16 142.16 141.83 英ポンド 214.61 206.61 205.96
ｽｲｽﾌﾗﾝ 93.59 91.79 91.62 ﾃﾞﾝﾏｰｸｸﾛｰﾈ 19.57 18.97 18.92
ﾉﾙｳｪｰｸﾛｰﾈ 18.68 18.08 18.03 SWEDEN ｸﾛｰﾅ 15.78 14.98 14.94
豪ドル 86.15 82.15 81.86 ＮＺドル 71.55 67.55 67.27
中国人民元 --- --- --- 香港ドル 14.84 13.98 13.93
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞ --- --- --- ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＄ 71.21 69.55 69.38
ﾒｷｼｺﾍﾟｿ 10.92 8.92 --- タイバーツ 2.99 2.83 2.81
ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 2.64 2.34 --- ﾊﾟｷｽﾀﾝﾙﾋﾟｰ 2.04 1.74 ---
KW ﾃﾞｨﾅｰﾙ 395.42 379.42 --- ｻｳｼﾞﾘﾔﾙ 30.57 28.97 28.87
UAE ﾃﾞｨﾙﾊﾑ 31.18 29.82 29.72 ｶﾀｰﾙﾘﾔﾙ 31.44 30.08 ---
韓国ウォン 12.04 11.64 --- INDONE ﾙﾋﾟｱ 1.33 1.09 ---
ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 2.29 2.01 --- 南ｱﾌﾘｶﾗﾝﾄﾞ 18.68 15.68 ---
ﾁｪｺｺﾙﾅ 5.20 4.96 --- 露ルーブル 4.43 3.93 ---
HUNG ﾌｫﾘﾝﾄ 0.57 0.53 --- POLAND ｽﾞﾛﾁ 37.48 35.08 ---
ｽﾛﾊﾞｷｱｺﾙﾅ 4.01 3.61 ---

（注）ｲﾝﾄ゙ ﾙﾋﾟー ､INDONE ﾙﾋ ｱ゚､ ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚ﾍ゚ ｿ ､ ﾊ ｷ゚ｽﾀﾝﾙﾋﾟー のＴＴＢは参考相場
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三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行アジア通貨日報　市況銀行アジア通貨日報　市況・トピックストピックス（２００６（２００６年５月２３２３日）
１．市況「引けにかけ値を戻す」
　本日のアジア通貨は、昨日からのエマージング通貨売りが継続し、朝方値を下げたものの、午後になると、米
ドルが対円で値を下げたことや、アジア株式相場が落ち着いた値動きとなったことから、総じて買い戻される
展開となった。シンガポール・ドルは1.5780、タイ・バーツは38.15、韓国ウォンは942.5まで値を戻した。マ
レーシアでは昨日のクローズ後に、政策金利の据え置きが発表（市場の大半は利上げを予想）されたものの、
為替相場への影響は限定的となり、リンギットは3.6050まで値を上げた。
２．トピックス
＜マレーシア＞
　中銀は22日、需要主導型の物価上昇圧力の兆候がさほど見られないことなどを理由に、政策金利である
翌日物金利を3.50% に据え置いた。
＜インドネシア＞
　現地メディアによると、ユドヨノ大統領は、国際通貨基金（IMF）に対する78億米ドル相当の債務について、
今後 2年間で返済するとの見通しを示した。具体的な返済開始時期については明らかにしなかった。
＜韓国＞
　キム・ジェチョン中銀調査局長は、最近の原油高とウォン高が経済成長に悪影響を及ぼす可能性があるとし、
不安定な市場の動向を考慮すると、先行きは不透明で監視が必要だとの見解を示す一方、状況が大幅に悪化
しない限り、経済は緩やかな上昇基調を維持できるとの見解を示した。
＜中国＞
　シュワブ米通商代表部（USTR）次席代表は、22日に公表されたシューマー米上院議員への回答文書の中で、
中国がより市場主導の柔軟な為替制度に向けた改革を早急に進めるべきだとするブッシュ政権のかねての見
解を改めて示す一方、「われわれの見方では、（中国の通貨政策を）WTOに持ち込めば、中国は人民元制度の
改革よりもその擁護に回ることになるだろう」「WTOで通貨制度が争点となるのは初めてであり、それだけに
予期しない結果を招く恐れがあるし、結論が出るまでにかなり時間がかかるだろう」「為替制度改革に向けて
中国と協力していく方がより建設的であると確信している」とした。
　ロイター通信が報じたところによると、業界関係筋は、ガソリンとディーゼル燃料の小売価格を5月24日
から１トン当たり500 元に引き上げる見通しであることを明らかにした。
＜インド＞
　財務省当局者は22日、同国政府は株式市場を注視しているとした上で、株式市場の流動性問題について
は既に手が打たれているとの見解を示した。また同当局者は、ムンバイ株式市場で指標となる株価指数が一
時前日比10% 以上急落したにもかかわらず、外国機関投資家とミューチュアルファンドは同日、買い越しに
回ったと指摘した。加えて、インフレは抑制されており、2006－ 07年度 GDPは力強い伸びを示す見込みで、
企業利益も引き続き上向きであるなど、インドの経済ファンダメンタルズは健全であるとの見解を示した。
　チダムバラム財務相は22日、国内経済のファンダメンタルズは強く、個人投資家は株式市場の下落につい
て懸念する必要はないとの考えを示した。 （三菱東京ＵＦＪ銀行　市場業務部）

アジア主要市場の株価指数アジア主要市場の株価指数（２３（２３日、カッコ内は前営業日比カッコ内は前営業日比）
上海Ｂ株 95.223(-3.413) シンガポールＳＴ５５種 2429.55(+12.86)
深センＢ株 298.98(-15.97) クアラルンプール総合 926.56(+1.05)
香港・ハンセン 15864.56(+59.04) マニラ総合 2264.36(-93.62)
台湾加権平均 6843.98(-94.28) インドネシア総合 1326.260(+17.215)
ソウル総合 1329.86(-8.73) バンコクＳＥＴ 727.21(+2.77) 

続落＝優良株に利益確定の売り続落＝優良株に利益確定の売り〔上海上海・深セン株式深セン株式〕（２３〕（２３日）
　【上海２３日ロイターＥＳ＝時事】２３日の上海・深セン株式市場の株価は続落した。今月１５％値上がりし
た反動で投資家が優良株に利益確定の売りを出し、一時は３．８％安と２００５年８月１８以来、９カ月間で最
大の下げ幅を記録した。
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　外貨建てＢ株と人民元建てＡ株の両方をカバーする上海総合株価指数は５３．１３７ポイント（３．２％）安
の１６０４．５５２で引けた。売買額は３８７０億元と活発だったが、前日の４３４０億元を下回った。

東証出来高東証出来高・指数指数（２３（２３日、平均株価単位＝円平均株価単位＝円）
　　　　　第 １ 部                              　　　　　         第 ２ 部
指　　　数　  1,579.26(  -36.60)                  指　　　数　 4,566.45( -93.12)
出来高概算　206,111万株                             出来高概算　 5,387 万株
日経平均　　 15,599.20( -258.67)

新聞各紙から

東京各紙朝刊東京各紙朝刊（２４（２４日）
【１面トップ】
〔朝日〕年金不正免除　大阪のトップ更迭へ　厚労相、社保庁に指示▽５市町、協力を断る　大阪・吹田事務
所要請「法的根拠ない」
〔毎日〕〔読売〕〔日経〕〔東京〕大手銀行６グループ決算　最高益３兆１２１５億円　公的資金完済３大銀、年
度内に▽大手銀、「半人前」の最高益　貸倒引当金戻り益、投信ブーム　利益水準かさ上げ▽３強次の一手は？
　三菱ＵＦＪ収益力向上、三井住友財務面強化、みずほ高コスト改善
〔産経〕中国経由で偽メール　「空幕」装い不特定多数に

【他の１面独自記事】
◆秋田小１殺害　不審車絞り込み　県警、白い軽など十数台（毎日）
◆旧日本軍の遺棄化学兵器処理施設　中国、新たな負担要求　計画は中断（毎日）
◆日米同盟「地球規模」に　大災害・テロ対応　共同声明に明記へ（日経）
◆首相、公務員雇用調整本部長就かず　連合要求政府がソデ（東京）

【共通ニュース】
◆汚水施設談合　７社７人を逮捕　大阪地検、公取委告発受け
◆日韓外相会談　来月１２日に交渉再開　排他的経済水域で合意
◆臨床研修医　３割進路を変更　小児科希望は微増
◆株続落、終値１万５５００円台　３カ月ぶり
◆マクドナルド定年制を廃止　「能力と年齢、無関係」
◆米の中国軍事力年次報告　台湾以外への行使注目
◆女児、マンション転落死－仙台

【日経】
◆長期金利１．８％割れ　日経平均は続落、２５８円安 (1)
◆日本実質２．８％成長予測　今年、ＯＥＣＤ　ゼロ金利「当面維持を」(5)
◆三井住友銀　行政処分で３００億円収益減　北山ＦＧ社長見通し　全銀協が厳重注意 (7)
◆中国、Ｍ＆Ａ規定改定　買収側の資格設定　証監会が不正防止策 (9)
◆ＮＨＫ、２年連続減収減益　不祥事で不払い増加、受信料３８５億円減　前期単独決算 (13)
◆日通、「ヤマト・西濃」に合流　専門会社に１５％出資、企業間物流 (13)


